
法学研究科教授会議事要旨 

日 時 平成２７年５月１４日（木）１５時１９分～１６時０５分 

場 所 法経研究棟 大会議室（４階） 

出席者 ４３名（定足数 ２６名） 

オブザーバー ２名 

議     事 

  （協議事項） 

１．教授会の審議事項について 

研究科長から、教授会で一度承認された事項を本人の申し出により取り下げる場合の取扱いについ

て、法学研究科運営委員会で取り下げについて審議したうえで、取り下げた場合は教授会で報告する

こととしたい旨説明があり、協議の結果、承認した。 

２．平成２７年度人事計画について 

     人事委員会委員長から、平成２７年度人事計画について、資料に基づき説明があり、協議の結果、

承認した。 

  ３．特任准教授（常勤）の採用期間の変更について 

     研究科長から、平成２７年３月５日の教授会で採用を承認した特任准教授（常勤）の採用期間を変

更することについて説明があり、協議の結果、承認した。 

４．外国人招へい研究員の受入れ及び称号付与について 

国際交流室長から、外国人招へい研究員の受入れ及び称号付与について、資料に基づき説明があり、

協議の結果、承認した。 

５．平成２７年度指導教員等の変更について 

教務委員会委員長から、平成２７年度指導教員等の変更について、資料に基づき説明があり、協議

の結果、承認した。 

６．平成２７年度第１学期大学院学生の研究題目等について 

教務委員会委員長から、平成２７年度第１学期大学院学生の研究題目等について、資料に基づき説

明があり、協議の結果、承認した。 

７．平成２７年度第１学期大学院学生の他研究科等授業科目の履修について 

    教務委員会委員長から、平成２７年度第１学期大学院学生の他研究科等授業科目の履修について、

資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

８．平成２７年度授業科目の変更について 

     教務委員会委員長から、平成２７年度授業科目の変更について、資料に基づき説明があり、協議の

結果、承認した。 

９．平成２８年度大阪大学大学院法学研究科博士前期課程募集要項（案）について 

     教務委員会委員長から、平成２８年度大阪大学大学院法学研究科博士前期課程募集要項（案）につ

いて、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

１０．部局分散にかかる短期留学生の受入れについて 

     国際交流室長から、部局分散にかかる短期留学生の受入れについて、資料に基づき説明があり、協

議の結果、承認した。 

１１．部局間交流協定に基づく特別聴講学生の受入れ（平成２７年度）について 

     国際交流室長から、部局間交流協定に基づく特別聴講学生の受入れ（平成２７年度）について、資

料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

１２．大阪大学法学部及び大学院法学研究科と名古屋大学法学部及び大学院法学研究科との間における単位

互換に関する協定の更新について 

研究科長から、法学部及び大学院法学研究科と名古屋大学法学部及び大学院法学研究科との間にお

ける単位互換に関する協定の更新について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

（報告事項） 

１．部局長会議（４／１５） 

２．教育研究評議会（４／１５） 

３．学生生活委員会（４／８） 



４．入試委員会（４／１３） 

５．国際交流委員会（４／２８） 

６．人権問題委員会（４／１４） 

７．全学教育推進機構会議（４／１７） 

８．豊中地区事業場安全衛生委員会（４／２４） 

９．教育改革推進会議（４／１６） 

１０．法学研究科ファカルティ・ディベロップメント委員会（４／１６） 

１１．学生支援室会議（４／２３） 

学生支援室長から、成績不振学生に対する面談後の対応の見直し案について、資料に基づき報告が

あった。 

１２．教務委員会（４／２３） 

教務委員会委員長から、課程博士９月修了者に係る論文審査日程及び平成２７年度行事予定表につ

いて報告があった。 

１３．その他 

（１）兼任教員について 

研究科長から、兼任教員について、資料に基づき報告があった。 

  （２）学内委員会委員の選出について 

研究科長から、学内委員会委員の選出について、資料に基づき報告があった。 

（３）平成２６年度研究・教育・社会貢献活動自己評価書について 

評価室長から、平成２６年度研究・教育・社会貢献活動自己評価書について、提出状況の報告が

あり、続いて、自己評価書の取扱いについて説明があった。 

（４）教員の海外渡航について 

（５）その他 

    ①第２期中期目標期間の確定評価に係る現況調査表等の作成について 

評価室員から、第２期中期目標期間の確定評価のための現況調査表等について、現在、第１次案

を作成していることから、関係教員を含め、作成にご協力いただきたい旨、説明があった。 


